
装 管 原 第 ２ ７ ７ 号

２ ７ ． １ ０ ． １

一部改正 装管原第３９７４号

２ ９ ． ３ ． ２ ７

一部改正 装管原第１１８３８号

２ ９ ． ９ ． １

一部改正 装管原第１３５７号

令 和 元 年 ６ 月 ３ 日

一部改正 装管原第４９１０号

令和２年３月３０日

一部改正 装管原第１７７５１号

令和２年１２月２４日

一部改正 装管原第３１２８号

令和３年３月１０日

一部改正 装管原第４８９９号

令和３年３月３１日

一部改正 装管原第８７０４号

令和４年５月３１日

一部改正 装管原第５８５０号

令和５年３月３１日

一部改正 装管原第３７７７号

令 和 ６ 年 ３ 月 ６ 日

一部改正 装管原第５７７８号

令和６年３月２９日

一部改正 装管原第１５５３９号

令和６年８月２８日

調 達 事 業 部 長
殿

各 地 方 防 衛 局 長

防衛装備庁調達管理部長

（ 公 印 省 略 ）

防衛装備庁における予定価格算定事務に関する訓令に係る事務要領につ

いて（通知）

標記について、別紙のとおり定めたので、これにより実施されたい。
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別紙

防衛装備庁における予定価格算定事務に関する訓令に係る事務要領

目次

第１章 総則（第１条－第７条）

第２章 算定準備（第８条－第１１条）

第３章 調査

第１節 価格調査（第１２条－第１７条）

第２節 経費率調査（第１８条－第２５条）

第３節 資料調査（第２６条・第２７条）

第４章 予定価格の算定（第２８条－第３８条）

第５章 特殊なものの処理（第３９条－第４７条）

第６章 原価計算規則の確認又は承認（第４８条・第４９条）

第７章 雑則（第５０条－第５３条）

第１章 総 則

（趣旨）

第１条 この事務要領は、防衛装備庁における予定価格算定事務に関する訓令（平成

２７年防衛装備庁訓令第３５号。以下「訓令」という ）第２６条に基づき、算定。

事務に関し必要な事項を定めるものとする。

（用語の意義）

第２条 この事務要領における用語の意義は、訓令に定めるもののほか、次の各号に

定めるところによる。

、 、 、 、⑴ 大臣官房長等 防衛省大臣官房長 施設等機関の長 統合幕僚長 陸上幕僚長

海上幕僚長、航空幕僚長、情報本部長、防衛監察監及び地方防衛局長をいう。

⑵ 担当官 支出負担行為担当官（会計法（昭和２２年法律第３５号）第１３条第

３項に規定する支出負担行為担当官をいう ）又は分任支出負担行為担当官（同。

条第５項に規定する分任支出負担行為担当官をいう ）をいう。。

⑶ 物別官 調達事業部需品調達官、調達事業部武器調達官、調達事業部電子音響

調達官、調達事業部艦船調達官、調達事業部航空機調達官及び調達事業部輸入調

達官をいう。

⑷ 物別室長 調達事業部需品調達官付試作・基盤強化措置室長、調達事業部需品

調達官付機械車両室長、調達事業部武器調達官付弾火薬室長、調達事業部電子音

響調達官付通信電気室長、調達事業部電子音響調達官付電子計算機室長、調達事

業部艦船調達官付誘導武器室長、調達事業部航空機調達官付航空機部品器材室長



及び調達事業部輸入調達官付有償援助調達室長をいう。

⑸ 物別官室長 物別官及び物別室長をいう。

、 、 、 、⑹ 地方防衛局等 北海道防衛局 北関東防衛局 南関東防衛局 近畿中部防衛局

中国四国防衛局、沖縄防衛局、東海防衛支局、長崎防衛支局、郡山防衛事務所、

、 、 。宇都宮防衛事務所 舞鶴防衛事務所 岐阜防衛事務所及び玉野防衛事務所をいう

⑺ 補助者 中央調達における支出負担行為担当官等の補助者の任命について（装

管調第５７５３号。令和６年３月２９日）第４項の規定により任命された者であ

って、地方防衛局等に所属する者のうち最上位の者をいう。

⑻ 算定基準等 算定基準訓令、同訓令第７２条に定める細目規定、訓令、契約の

相手方が提出等する資料の信頼性確保のための施策について（防経装第４６２７

号。２５.３.２９ 、調達物品等の予定価格の算定基準に関する訓令の解釈及び）

運用について（防経装第８９２７号。２５.６.２６）及び調達物品等の予定価格

の算定基準に関する訓令の解釈及び運用のための細部事項について（装管原第８

３号。２７．１０．１）をいう。

（算定事務の範囲）

第３条 算定事務の範囲は、次の各号に掲げるものとする。

⑴ 標準及び基準の設定

⑵ 調達要求書又は調達委託書及び仕様書等の確認

⑶ 価格調査、原価調査及び資料調査の実施

⑷ 標準価格の設定

⑸ 経費率調査の実施、経費率の算定等及び経費率算定調書の作成

⑹ 計算価格の計算、計算価格内訳書及び内訳明細書の作成

⑺ 予定価格の算定（再算定を含む）及び予定価格調書の作成

⑻ 変更契約に係る予定価格の算定及び予定価格調書の作成

⑼ 契約条項に基づく精算及び当該査定調書の作成（原価監査に関する事務を除

く ）。

⑽ 値引額計算書の作成

⑾ 損害額計算書の作成

⑿ その他算定事務に関し必要と認められるもの

（算定事務の原則）

第４条 算定事務を行う職員は、算定事務を行うに当たっては、法令等の定めるとこ

ろに従い、調達物品等の経済的な調達のため、適正に処理するとともに、算定根拠

を明瞭にして行わなければならない。

２ 算定事務を行う職員は、職務上知ることのできた事項を正当な理由なくして他に

開示してはならない。

（標準及び基準の設定）



第５条 調達管理部原価管理官（以下「原価管理官」という ）は、算定基準訓令第。

７０条又は第７２条の規定に基づく防衛大臣の承認を要する事項について、その承

認を受けるための申請書類を作成し、必要な書類を添付して長官の決裁を受けるも

のとする。

２ 前項は、算定基準訓令第３５条の防衛大臣の指定を受ける場合に準用する。

（算定基準等に関する疑義）

第６条 物別官室長は、算定基準等に疑義が生じた場合には、別記様式第１号に定め

る算定基準等に関する疑義伺を作成し、原価管理官に送付するものとする。

２ 原価管理官は、疑義伺の送付を受けた場合には、その内容を検討し、疑義伺の送

付元の物別官室長、関係する課長及び関係する官と協議の上、別記様式第２号に定

める算定基準等に関する指示書を作成し、調達管理部長を経て、長官の承認を受け

なければならない。

３ 原価管理官は前項の指示書について長官の承認を受けた場合には、速やかに疑義

伺の送付元である物別官室長、関係する課長及び関係する官に当該指示書を送付し

なければならない。

（算定事務の管理）

第７条 原価管理官は、算定事務の処理状況を把握するため、必要な場合には物別官

室長から資料の提出を求めることができる。

２ 物別官室長は、担当する調達要求の品目について、それぞれ品目、数量、金額等

の整理記録を行い、調達要求の受理状況を把握するものとする。

３ 物別官室長は、入札又は見積書の徴取の結果について整理記録を行い、調達の要

求又は申込みを受けた品目の落札状況を把握し、調達の事務の促進に努めるものと

する。

第２章 算定準備

（仕様書等の確認）

第８条 物別官室長は、契約事務に関する訓令に係る事務要領について(装管調第２

５２号。２７．１０．１。以下「契約事務要領」という ）第１２条第１項に規定。

する検討を行う場合は、次の各号に掲げる事項について確認するものとする。

⑴ 仕様内容の明確な表示

⑵ 原単位計算等の計数に換算するために必要な諸項目の表示

⑶ 契約締結後、契約相手方との間において価格について意見の相違をきたすおそ

れのある事項の有無

⑷ その他予定価格の算定に必要な事項の記載の有無

（単価又は金額の確認）

第９条 物別官室長は、前条の規定により確認を行った仕様書等について、契約事務

要領第１１条第１項に規定する検討を行う場合は、次の各号に掲げる事項について



確認するものとする。

⑴ 当該仕様書等の調達の実績又は入札等の前例の有無

⑵ 前号の契約価格又は最低入札価格の妥当性

⑶ 当該仕様書等に係る計算価格

（算定資料の整備）

第１０条 物別官室長は、第８条の規定により確認を行った仕様書等について、次の

各号に掲げる予定価格の算定に用いる資料（以下「算定資料」という ）を必要に。

応じて整備するものとする。ただし、算定資料に係る調査を必要とする場合には、

原価調査、価格調査、経費率調査及び資料調査により行うものとする。

⑴ 材料の消費量に関するもの

⑵ 材料の価格に関するもの

⑶ 工数に関するもの

⑷ 経費率に関するもの

⑸ その他必要な資料

２ 前条の規定に基づく確認の結果、調達実績がある場合又は類似する装備品等の調

達実績がある場合には、次の各号に掲げる調達実績に係る事項を調査し、算定資料

に加えるものとする。

⑴ 調達実績に係る契約価格、契約数量、契約方式、契約相手方及び当該契約時期

⑵ 調達実績に係る予定価格及び当該計算価格内訳

⑶ 特に必要がある場合には、調達実績に係る実際原価、原価調査報告書（防衛装

備庁における原価調査細部実施要領について（装管企第２９０号。２７．１０．

１）第１１項に規定する原価調査報告書をいう ）又は原価監査報告書（防衛装。

備庁における原価監査事務に関する訓令（平成２７年防衛装備庁訓令第３６号）

第１３条に規定する原価監査報告書をいう ）等の調査資料。

⑷ その他必要な資料

（計算方式及び予定価格の決定に係る検討）

第１１条 物別官室長は、前条の算定資料に基づき、調達要求に係る調達物品等の計

算方式及び予定価格の決定について検討するものとする。

２ 前項の決定に当たり、当該調達物品等又は類似する調達物品等の調達実績がある

場合には、当該調達実績における計算方式及び予定価格の決定について考慮するも

のとする。ただし、別の計算方式及び予定価格の決定によることが適当と認められ

る場合には、その理由を明らかにした上で、別の計算方式及び予定価格の決定を行

うことができる。

第３章 調査

第１節 価格調査

（価格調査実施計画の作成）



第１２条 原価管理官は、調達実施計画に基づき、当該年度における価格調査の実施

について、物別官室長及び関係する課長と協議の上、次の各号に掲げる事項を記載

した価格調査実施計画を作成し、調達管理部長の承認を受けるものとする。

⑴ 調査品目及び調査項目

⑵ 調査期日

⑶ 調査方法

⑷ 価格調査報告書の発行日

⑸ 価格調査報告書の配布区分

⑹ その他価格調査に関し必要な事項

（価格調査の実施）

第１３条 原価管理官は、前条に規定する価格調査実施計画に基づき、調達物品等、

調達物品等を構成する品目、調達物品等の製造等において消費する品目及び調達物

品等の調達に関連して消費する品目に係る市場価格並びに当該価格の変動に関連す

る種々の経済指標に関する事項について定期的に調査し価格調査報告書を作成しな

ければならない。

２ 原価管理官は、前項に規定する価格調査報告書を作成した場合には、物別官室長

及び関係する課長に配布しなければならない。

（計画外の価格調査）

第１４条 物別官室長は、前条の価格調査報告書にある品目以外の品目について価格

調査を行う必要があると認める場合又は前条の調査を行う品目について調査条件を

指定した価格調査を行う必要があると認める場合には、価格調査を必要とする品目

等を記載した特別価格調査依頼書を作成し、原価管理官に送付するものとする。

２ 原価管理官は、前項の規定により特別価格調査依頼書の送付を受けた場合には、

依頼した物別官室長と協議の上、価格調査が必要と認められる場合には、当該依頼

書に記載する調査期日までに価格調査を実施し、依頼した物別官室長及び関係する

課長に調査結果を通知しなければならない。

３ 第１項に規定する特別価格調査依頼書の様式は、別記様式第３号に定めるとおり

とする。

（価格調査の特例）

第１５条 原価管理官は、価格調査に当たり調査条件の特性又は調査実施上の理由に

より、調査を依頼した物別官室長又は他の物別官室長、若しくは補助者に調査を依

頼することが適当と認められる場合には、当該物別官室長又は補助者と協議の上、

当該調査を依頼することができる。

２ 物別官室長又は補助者は、前項の規定により価格調査を行った場合には、当該調

査結果を原価管理官に通知するものとする。

（標準価格の設定）



第１６条 原価管理官は、価格調査報告書に記載する品目について標準価格を設定す

る必要があると認める場合には、物別官室長と協議の上、適用期間を指定して調達

管理部長の承認を受け当該標準価格を設定することができる。

２ 前項に規定するもののほか、物別官室長は、担当する調達物品等、調達物品等を

構成する品目、調達物品等の製造等において消費する品目その他調達物品等の調達

に関連して消費する品目について標準価格を設定する必要があると認める場合に

は、原価管理官と協議の上、適用期間を指定して調達管理部長の承認を受け当該標

準価格を設定することができる。

、 、３ 原価管理官又は物別官室長は 前２項の規定により標準価格を設定した場合には

速やかに当該価格を他の物別官室長及び関係する課長に通知しなければならない。

（調査価格等の適用）

第１７条 物別官室長は、予定価格の算定に当たり第１３条に規定する価格調査報告

書に記載する価格及び第１４条又は第１５条の規定により調査した価格を適用する

。 、 （ 、 、 、ことができる ただし 当該価格を調査した条件 取引数量 支払条件 荷渡条件

調査日時等をいう ）が当該調達物品等の製造等に必要な材料の消費量等の量的条。

件又はその他の条件と異なり、当該調査した価格を直接適用することが適当でない

と認められる場合には、相違点を考慮の上、当該調査した価格を修正して適用する

ものとする。

２ 前条に規定する標準価格が設定されている品目については、前項の規定にかかわ

らず当該標準価格を適用しなければならない。

第２節 経費率調査

（経費率調査に関する事務）

第１８条 原価管理官と物別官室長は、連携を保ち、次の各号に掲げる経費率調査に

関する事務を行うものとする。

⑴ 経費率の算定等実施計画の作成

⑵ 経費率算定資料の収集及び経費率の算定又は設定（以下「算定等」という ）。

⑶ 経費率算定調書の作成及び配布等

２ 調査する経費率の区分は次の各号に掲げるものとする。

⑴ 標準個別経費率

⑵ 指定個別経費率 特定の契約について契約条件の特性を考慮して算定され、適

用される経費率

⑶ 実際個別経費率 契約相手方が実際に支出し又は負担する費用を基礎とする、

原価監査付契約の確定において一定の期間適用される経費率

（経費率の算定等実施計画の作成）

第１９条 物別官室長は、調達実施計画に基づき、当該年度において経費率の算定等

を行う必要があると認める事業について、必要に応じて関係する物別官室長と調整



を行った上で、経費率の算定等実施計画集計表を作成し、原価管理官に通知するも

のとする。

２ 物別官室長は、前項において、指定個別経費率又は実際個別経費率を新たに適用

する場合又は適用を中止する場合は、経費率の算定等実施計画集計表の作成に当た

り、あらかじめ調達事業部長の承認を受けるものとする。

３ 第１項の経費率の算定等実施計画集計表には、次の各号に掲げる事項を記載する

ものとする。

⑴ 対象事業及び工場名

⑵ 算定等期日

⑶ 経費率の区分

⑷ その他必要事項

４ 原価管理官は、第１項の規定により通知された経費率の算定等実施計画集計表に

、 、 、基づき 必要に応じて所要の調整を行った上で 経費率の算定等実施計画を立案し

調達管理部長の承認を受けるものとする。

５ 原価管理官は、前項に規定する経費率の算定等実施計画について調達管理部長の

承認を受けた場合には、その旨を物別官室長に通知するとともに、当該経費率の算

定等実施計画の写しを補助者に送付するものとする。

６ 原価管理官は、経費率の算定等実施計画以外の事業について経費率を算定する必

、 、 。要がある場合等 当該計画を変更する場合は 前２項の規定を準用するものとする

（経費率算定資料の収集及び算定等）

第２０条 原価管理官は、経費率の算定等実施計画に基づき、対象となる事業の事業

者に対して算定等に必要となる資料を所定の期日までに提出するよう文書をもって

依頼するものとする。

２ 原価管理官は、別に定める経費率算定要領に基づき、前項の規定により事業者か

ら提出を受けた資料をもって経費率の算定等を行うものとする。ただし、当該資料

の内容について、必要に応じて実地に調査を行うものとする。

３ 原価管理官は、指定個別経費率又は実際個別経費率の算定に当たり、当該期間に

適用する標準個別経費率の設定がある場合は、当該経費率との関連を明らかにして

算定しなければならない。

４ 原価管理官は、経費率の算定等を行った場合は、経費率算定調書を作成する物別

官室長に、必要な資料を送付するものとする 。。

（経費率算定調書の作成及び配布等）

第２１条 物別官室長は、前条第４項の規定により資料の送付を受けた場合は、経費

率算定調書並びに計算項目及び計算要素と事業基準との関係を整理した計算項目等

基準表（以下「経費率算定調書等」という ）を作成し、調達管理部長の審査を経。

て、長官の承認を受けるものとする。なお、原価管理官が行った経費率の算定等に



疑義がある場合は、原価管理官と協議するものとする。

２ 前項に規定する経費率算定調書の様式は、別記様式第４号を基準とする。

３ 第１項に規定する計算項目等基準表の様式は、別記様式第５号に定めるとおりと

する。ただし、計算項目等基準表の内容に変更がない場合は、当該基準表の作成及

び承認を省略できるものとする。

４ 物別官室長は、経費率算定調書等について長官の承認を受けた場合は、速やかに

当該調書等の写しを作成し、原価管理官及び必要とする他の物別官室長に配布する

ものとする。

（調達実施機関相互間の連絡調整）

第２２条 物別官室長及び補助者は、大臣官房長等又は防衛装備庁長官が作成する経

費率算定調書等が必要な場合は、原価管理官を経て、大臣官房長等又は防衛装備庁

長官に当該調書等の写しの送付を依頼するものとする。

２ 物別官室長は、大臣官房長等又は補助者から経費率算定調書等の写しの送付依頼

を受けた場合は、原価管理官を経て、必要とする大臣官房長等又は補助者に送付す

るものとする。

（計画外の経費率の算定等）

第２３条 原価管理官は、物別官室長が第１９条第４項に規定する経費率の算定等実

施計画以外の事業について、経費率の算定等を行う必要があると認める場合には、

当該物別官室長と協議の上、その都度当該経費率の算定等を第２０条から前条まで

の規定を準用して行うものとする。

（経費率の再算定等）

第２４条 物別官室長は、経費率算定調書に記載する経費率を適用しようとする時期

における事業の実情と著しく相違し、当該経費率を適用することが適当でないと認

める場合又は当該事業の事業者から経費率の再調査の申出があり、その必要を認め

た場合は、当該経費率の適用を保留し、原価管理官に通知するものとする。

、 、 、２ 原価管理官は 前項の規定により通知を受けた場合は 当該通知の内容を審査し

再算定等の必要があると認める場合は、第２０条から第２２条までの規定を準用し

て、経費率の再算定等を行うものとし、また、再算定等の必要がないと認める場合

は、通知をした物別官室長に理由を付してその旨を通知するものとする。

３ 原価管理官は、前項の規定により経費率の再算定等を行う場合は、経費率算定調

書を作成した物別官室長と連携し、経費率算定調書の配布先に対し、当該経費率の

適用の保留について通知しなければならない。

（標準個別経費率適用の特例）

第２５条 物別官室長は、当該年度の標準個別経費率が設定されるまでの間に予定価

格を算定する必要が生じた場合は、原則として前年度の標準個別経費率を適用する

ものとする。ただし、事業の実情等により前年度の標準個別経費率を適用し難い場



合には、原価管理官に通知するものとする。

、 、 、２ 原価管理官は 前項の規定により通知を受けた場合は 当該内容について審査し

関係する物別官室長と調整の上、適用する経費率その他必要な措置を定め、長官の

承認を受けなければならない。

３ 原価管理官は、前項の規定により承認を受けた場合には、必要とする物別官室長

に通知するものとする。

４ 原価管理官は、第１９条に規定する調査の対象となった事業の事業者から算定等

に必要な資料が送付されず、かつ当該書類を徴取することが困難な場合には、長官

の承認を受けて他の資料により当該事業の経費率を設定しこれを適用することがで

きる。

第３節 資料調査

（見積資料等の徴取）

第２６条 物別官室長は、予定価格の算定に当たって必要に応じて、適当と認められ

る相手方を選定し、予定価格の算定に必要となる見積価格計算書その他見積資料（

以下「見積資料等」という ）を徴取するものとする。。

（資料調査の実施）

第２７条 物別官室長は、徴取した見積資料等若しくは第１０条第２項第３号に掲げ

る調査資料の内容について調査する必要があると認める場合には、当該資料につい

て実地に調査を行うものとする。

２ 物別官室長は、調査条件の特性又は調査実施上の理由により、原価管理官、他の

物別官室長又は補助者に対し、協議の上、前項の調査の全部又は一部を依頼するこ

とができる。

３ 前項の規定により依頼を受けた原価管理官、他の物別官室長又は補助者は、調査

を行い、その結果を調査を必要とする物別官室長に通知するものとする。

４ 物別官室長は、第１項における調査の実施に当たり、調査の相手方の拒否その他

の理由により、調査の全部又は一部が実施できない場合は、対応方針を作成し、調

達事業部長の承認を受けるものとする。

５ 物別官室長は、第２項において依頼した調査の全部又は一部を実施できない場合

は、前項の規定を準用し、対応方針について、依頼を受けた原価管理官、他の物別

官室長又は補助者に通知するものとする。

第４章 予定価格の算定

（予定価格の算定の基礎）

第２８条 物別官室長は、調達の要求又は申込みがあった調達物品等ごとに、入札又

は契約に付する事項の価格の総額として予定価格を算定しなければならない。ただ

し、予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第８０条第１項ただし書き

の規定により単価契約を行う場合又は予算決算及び会計令臨時特例（昭和２２年勅



令第５５８号）第４条の２第１項の規定により複数落札制入札制度による場合は、

その単価に係る予定価格を算定することができる。

、 、 （ 。）２ 物別官室長は 同一の調達要求元 予算科目及び仕様 納地の異なる場合を含む

の調達物品等について、複数の調達の要求又は申込みがあり、それらを取りまとめ

て予定価格を算定することが事務の簡素化となると認める場合は、前項によらず、

取りまとめる調達物品等の調達要求番号を明らかにした上で、当該調達物品等の予

定価格を算定することができる。

（計算価格の計算）

第２９条 物別官室長は、予定価格の基準となる計算価格を算定基準等並びに第２章

に定める算定準備及び第３章に定める調査に基づき、適当と認められる計算方式及

び計算項目等の構成を決定して計算しなければならない。

（内訳明細書の作成）

第３０条 物別官室長は、計算価格を計算する場合には、計算価格を構成する計算項

目別の内訳として内訳明細書を作成しなければならない。ただし、計算価格をただ

ちに市場価格又は前例価格を基準として計算した場合には、内訳明細書の作成を省

略することができる。

（計算価格内訳書の作成）

第３１条 物別官室長は、前条に規定する内訳明細書の計算項目別の金額を計算項目

の構成に基づき集計したものとして計算価格内訳書を作成しなければならない。た

だし、前条ただし書の場合には、計算価格内訳書に当該価格を採った理由その他特

に説明を要する事項について記載しなければならない。

２ 前項の規定にかかわらず、市場価格を基準として計算した場合に、税抜計算価格

が品代（有償援助調達の場合は、物品費・役務費をいう ）のみにより構成されて。

いる場合は、計算価格内訳書の作成を省略することができる。ただし、次の各号の

いずれかに該当する場合は、この限りでない。

(1) 品代に消費税及び地方消費税の非対象額がある場合

(2) 前条ただし書きにより内訳明細書の作成を省略した場合

３ 第１項に規定する計算価格内訳書の様式は、別記様式第６号の１から別記様式第

６号の３に定めるとおりとする。

（計算価格の計算依頼）

第３２条 物別官室長は、仕様書等の内容を検討した結果、計算価格の計算の一部を

他の物別官室長において計算することが適当と認める場合には、当該物別官室長と

協議し、当該部分の計算に必要な仕様書等を添付の上、当該部分の計算価格の計算

を依頼することができる。

２ 前項の規定により依頼を受けた物別官室長は、第２９条に準じて依頼された部分

の計算を行い、作成した内訳明細書及び計算価格内訳書を、依頼した物別官室長に



送付するものとする。

（前金払等を伴う予定価格の算定）

第３３条 物別官室長は、会計法（ 昭和２２年法律第３５号）第２２条に基づき前

金払又は概算払（ 以下「前金払等」という ）を実施する場合は、防衛省における。

前金払等の実施に関する訓令第７条に基づく所要の調整を、別に定める前金払等に

関する調整計算要領に基づき行わなければならない。ただし、輸入品の契約につい

ては、この限りではない。

２ 前項に規定する調整計算は、前条第２項の場合にあっては、計算を依頼した物別

官室長が行うものとする。

（計算価格の計算における端数処理）

第３４条 計算価格の計算を行う場合の端数処理は、次の各号に掲げるところにより

行うものとする。

⑴ 計算価格の計算上における最終単価の端数処理

ア 調達を行う場合又は仕様変更等により増額を行う場合

、 。(ｱ) １００万円未満の場合・・・上位より実数３位未満は これを切り捨てる

(ｲ) １，０００万円未満の場合・・・上位より実数４位未満は、これを切り捨

てる。

(ｳ) １，０００万円以上の場合・・・上位より実数５位未満は、これを切り捨

てる。

イ 仕様変更、値引受領等により減額を行う場合

ア(ｱ)、(ｲ)及び(ｳ)中「切り捨てる」とあるのは「切り上げる」と読み替え

て処理するものとする。

⑵ 計算価格の総額における端数処理

円未満の端数は、調達を行う場合又は仕様変更等により増額を行う場合には、

これを切り捨て、仕様変更、値引受領等により減額を行う場合には、これを切り

上げるものとする。

⑶ 計算価格の計算途中における端数処理

位取りの決定は、計算の特性に応じて決定するものとし、決定された位取り以

下の端数処理は、調達を行う場合又は仕様変更、値引受領等により増額を行う場

合には、これを切り捨て、減額を行う場合には、これを切り上げるものとする。

２ 装備品等の種類、品質、契約履行の難易、契約数量の多少等、その他特別な理由

により前項各号の規定により難い場合には、実数の位取りの変更を行い又は計算価

格の計算上における最終単価に円位未満の端数処理を行わず総額においてこれを行

うことができる。

（予定価格の算定）

第３５条 物別官室長は、第２９条の規定により計算した計算価格を基準として、調



達要求書に記載する単価、金額を超えない範囲で、予定価格を算定しなければなら

ない。

（予定価格調書の作成）

第３６条 物別官室長は、前条の規定により算定した予定価格を記載した予定価格調

書及び予定価格の算定根拠や概要等を記載した予定価格算定説明表を作成しなけれ

ばならない。

２ 物別官室長は、前項の作成に当たって、代金の確定又は精算等に関する特約条項

を付することとした場合には、適用する特約条項等を予定価格調書に明記するもの

とし、調達物品等の特性により価格の変動が著しく、予定価格の算定から日数が経

過することにより当該予定価格が適正を欠くと認められる場合には、当該予定価格

の有効期限を定め、予定価格調書のその旨を明記するものとする。

３ 前２項に規定する予定価格調書の様式は別記様式第７号又は別記様式第８号、予

定価格算定説明表の様式は別記様式第９号又は別記様式第１０号によるものとす

る。

（予定価格の承認）

第３７条 物別官室長は、予定価格調書等を作成した場合には、次の各号に掲げる書

類を整理し担当官の承認を受けなければならない。

⑴ 予定価格調書 ３部

⑵ 計算価格内訳書 ３部（第３１条の規定により省略した場合を除く）

⑶ 内訳明細書 １部（第３０条の規定により省略した場合を除く）

⑷ 予定価格算定説明表

⑸ その他予定価格の算定に関連する資料

（予定価格の保全）

第３８条 調達物品等の予定価格の算定基準に関する訓令の解釈及び運用のための細

部事項について（装管原第８３号。２７．１０．１）第５項に規定する数値又は数

式を含む文書、図画又は物件には 「部内限り」又は「注意」の表示を行うものと、

する（ただし、別記様式で表示に係る指定がある場合はそれに従うものとする 。。）

２ 物別官室長は、開札の際、予定価格調書及び関連する計算価格内訳書（以下「予

定価格調書等」という ）を封入した封筒又は当該予定価格調書等の電子データを。

、 （ 。）保存した ロック状態 パスワードを入力しなければログインできない状態をいう

の電子計算機を開札場所に置くものとする。

３ 前項に規定する封筒の様式は、別記様式第１１号によるものとする。

第５章 特殊なものの処理

（変更通知の受領等に伴う予定価格の算定）

第３９条 物別官室長は、調達要求に係る予定価格の承認以前において、調達管理部

調達企画課長（以下「調達企画課長」という ）から調達要求書又は仕様書等の変。



更に係る通知（以下「変更通知」という ）を受けた場合には、変更した調達要求。

書又は仕様書等に基づき、予定価格を算定しなければならない。

２ 物別官室長は、次の各号に掲げる場合は、新たに予定価格を算定しなければなら

ない。

⑴ 予定価格の承認後、入札等の実施以前において、変更通知を受けた場合又は価

格変動等が著しく当該予定価格が適正を欠くと認められる場合

⑵ 入札等が不調となり、その原因が予定価格にあると認められる場合又は入札等

の不調後に変更通知を受けた場合

⑶ 支出負担行為の認証が拒否された場合において、当該認証の拒否の原因が予定

価格の金額又は代金の確定若しくは生産等に関する特約条項にあると認める場合

３ 物別官室長は、前項第２号及び第３号においては、不調の原因を調査するものと

する。

４ 物別官室長は、前項の調査において、原因が調達要求の金額にあると認める場合

は、第９条を準用するものとし、原因が適用する特約条項にあると認める場合は、

調達企画課長及び原価管理官と調整を行い、適用する特約条項を変更するものとす

る。

（契約の変更に係る予定価格の算定）

第４０条 物別官室長は、契約事務要領第２３８条第１項の規定により、変更事項に

係る予定価格の算定を行う場合には、当該契約変更の基礎となった契約締結時の計

算価格、予定価格及び契約価格を考慮するものとする。

２ 前項に規定する予定価格の金額は、当該契約の変更に伴い生ずる増減額とする。

３ 第１項に規定する契約の変更に係る予定価格調書の様式は、別記様式第１２号又

は別記様式第１３号に定めるとおりとする。

４ 第２９条から第３９条までの規定は、第１項の規定により予定価格を算定する場

。 、「 」 「 」合について準用する この場合において 予定価格 とあるのは 変更予定価格

と読み替えるものとする。

（物価の変動等による契約変更の計算）

第４１条 物別官室長は、契約条項の定めるところにより契約金額を構成する費目の

価格等が法令等により設定、改正又は廃止された結果、契約の変更が必要となった

場合には、次の各号に掲げるところにより予定価格を算定し、予定価格調書等を作

成しなければならない。

⑴ 履行中の契約が指定できる場合には、前条の規定を準用する。

⑵ 履行中のすべての契約について検討を要する場合には、物別官室長は履行中の

契約のうちから適当なものを選定し、当該変更に係る増減額を計算するものとす

る。この場合には見積価格計算書の徴取及び予定価格調書の作成は行わないもの

とする。



（中途確定条項付契約に伴う契約金額の確定）

第４２条 物別官室長は、原価管理官から中途確定条項付契約に係る原価監査報告書

の送付及び契約相手方から確定計算価格見積書の提出を受けた場合には、これらの

文書を基礎として、中途確定に伴う予定価格を算定し、予定価格調書を作成しなけ

ればならない。

２ 物別官室長は、前項の予定価格調書の作成に当たり、必要があると認める場合に

は、関係の補助者に協力を求めることができる。

、 。３ 第４０条の規定は 第１項の規定により予定価格調書を作成する場合に準用する

（超過利益返納条項付契約の返納額又は履行後確定条項付契約に係る契約金額の確

定）

第４３条 物別官室長は、原価管理官から超過利益返納条項付契約又は履行後確定条

項付契約その他契約条項等において同種の契約方法と認められる契約に係る原価監

査報告書の送付を受けた場合には、当該報告書に基づき査定金額を計算して価格査

定調書及び内訳書を作成し担当官の承認を受けなければならない。ただし、契約事

務要領第３５条第２号に規定する特約条項の別紙「計算基準」において、原価監査

の対象期間が原価の発生期間の一部分となっている場合、当該対象期間以外の原価

については、必要に応じ見積資料等を徴取の上計算し、これに原価監査報告書に基

づく額を加えて査定金額を計算して価格査定調書及び内訳書を作成し、担当官の承

認を受けなければならない。

、 。２ 前項に規定する価格査定調書の様式は 別記様式第１４号に定めるとおりとする

３ 第１項に規定する内訳書の様式は、別記様式第６号を準用する。

（特定費目の実費精算又は確定）

第４４条 物別官室長は、特定費目の代金の実費精算に関する特約条項付契約又は特

定費目の代金の確定に関する特約条項付契約について、契約相手方から特定費目の

代金の精算又は確定に必要な証拠書類の提出を受けた場合には、当該装備品等の精

算又は確定に係る予定価格を算定し、予定価格調書を作成しなければならない。

２ 物別官室長は、前項の場合において、特定費目に係る実績額の確定を待っては代

金の確定時期が会計年度を越えるおそれがある場合その他相当と認める理由がある

、 。場合には 適当と認める金額を実績額とみなして予定価格を算定することができる

、 。この場合においては 実績額とみなした部分を予定価格調書に明記するものとする

３ 第４０条の規定は、前２項の規定により予定価格調書を作成する場合について準

用する。

（返納額確定調書等の作成）

第４５条 物別官室長は、前条第２項の規定により予定価格調書を作成し担当官の承

認を受けた場合において、実績額報告書を受領したときは、当該証拠書類に基づき

、 。返納額確定調書その他必要な書類を作成し 担当官の承認を受けなければならない



２ 前項の返納額確定調書の様式は、別記様式第１５号に定めるとおりとする。

（不合格品の受領に伴う値引額の計算）

第４６条 物別官室長は、調達物品等に係る検査の結果不合格と判断された調達物品

等（以下「不合格品」という ）を受領する場合で当該装備品等の調達に係る契約。

金額の減額のための値引額の計算を必要と認める場合には、別に定める不合格品の

受領に関する値引額算定要領により値引額の計算を行い、値引額計算書を作成し、

担当官の承認を得なければならない。

、 。２ 前項に規定する値引額計算書の様式は 別記様式第１６号に定めるとおりとする

（事故等の損害額の計算）

第４７条 物別官室長は、調達物品等に係る事故若しくは契約不適合（防衛装備庁に

おける契約事務に関する訓令（平成２７年防衛装備庁訓令第３４号）第２条第７号

に規定する契約不適合をいう ）又は契約の解除権の行使等に伴う損害額について。

計算を行う必要がある場合は、事故等損害額計算書を作成し、担当官の承認を受け

なければならない。

２ 前項に規定する事故等損害額計算書の様式は、別記様式第１７号に定めるとおり

とする。

第６章 原価計算規則の確認又は承認

（原価計算規則の確認）

第４８条 物別官室長は、契約相手方から、契約条項等に基づき、事業の原価計算規

則その他の会計規定について担当官の確認を受けるための原価計算規則確認申請が

あった場合には、当該申請書に次の各号に掲げる書類を添付するよう求めるものと

する。

⑴ 原価計算手続（原価部門費表、原価費目表、配賦基準表等を含む ）。

⑵ 経理規定

⑶ 原価計算制度系統図及び原価計算書類系統図

⑷ 職制表及び会社組織図

⑸ その他参考となる資料

２ 前項に規定する原価計算規則確認申請書の様式は、別記様式第１８号に定めると

おりとする。

３ 物別官室長は、第１項の規定により提出された原価計算規則確認申請書を審査の

上、必要があると認めるときは条件を付し、原価管理官と協議の上、担当官の確認

を受けるものとする。

４ 物別官室長は、前項の規定により担当官の確認を受けた場合は、提出された原価

計算規則確認申請書に係る確認書を作成し、契約相手方に送付するとともに、その

写しを原価管理官を経由して補助者に送付するものとする。

（原価計算規則の変更の承認）



第４９条 物別官室長は、契約相手方から、契約条項等に基づき、前条において確認

した原価計算規則その他会計規定の変更について担当官の承認を受けるための原価

計算規則変更承認申請があった場合は、当該申請書に次の各号に掲げる書類を添付

するよう求めるものとする。

⑴ 第４８条第１項各号に掲げる変更後の書類

⑵ 前号の変更部分の対比表

⑶ 変更を必要とする理由

⑷ 変更に伴う契約金額等に及ぼす影響

⑸ その他参考となる事項

２ 前条第２項から第４項までの規定は、前項の規定により原価計算規則変更承認申

請があった場合に準用するものとする。この場合において 「原価計算規則確認申、

請書」とあるのは「原価計算規則変更承認申請書 「原価管理官」とあるのは「原」、

価管理官及び経費率算定調書の作成を行った物別官室長 「確認」とあるのは「承」、

認 「確認書」とあるのは「承認書」と読み替えるものとする。」、

３ 前項において、物別官室長が２以上の場合には、関係の物別官室長及び原価管理

官が協議し、主管の物別官室長を定め、当該官が関係各官の意見を取りまとめ、前

項の事務を行うことができる。

４ 物別官室長は、第１項第４号の確認のための調査について、当該調査の全部又は

一部を補助者に行わせることが適当と認める場合には、当該補助者に対し、協議の

上、当該調査の全部又は一部を依頼することができる。

５ 補助者は、前項の依頼があった場合は、調査を行い、その結果を調査を依頼した

物別官室長に通知するものとする。

第７章 雑則

（調達の準備依頼に係る算定事務）

第５０条 物別官室長は、契約事務要領第１７条に基づき、調達企画課長から調達の

準備のために必要な資料（以下「準備要求書等」という ）の送付を受けた場合、。

算定事務のうち第３５条に規定する予定価格を算定するまでの事務を処理すること

ができる。この場合において 「調達要求書」とあるのは「準備要求書等」と読み、

替えるものとする。

２ 物別官室長は、調達の特性上、予算示達の前年度に予め予定価格の承認までの事

務処理を実施する必要がある場合には、前項に定める事務に加え、第３６条及び第

３７条に規定する事務を処理することができる。

３ 物別官室長は、調達企画課長から第１項に規定する準備要求書等に係る調達要求

書又は調達委託書及び仕様書等の送付を受けた場合は、これらを準備要求書等と照

合し、準備要求書等に基づいて行った算定事務の準備のための事務の内容を修正す

る必要があるか否かの検討を行い、必要があると認める場合は、所要の修正を行う



ものとする。

（調書等の作成等）

第５１条 原価管理官又は物別官室長は、第４章から第６章までに規定するもののほ

か、価格に関する調書が必要と認める場合又は契約相手方から、契約条項等に基づ

き、価格に関する事項について担当官の確認若しくは承認を受けるための申請があ

った場合には、調書の作成、審査その他必要な措置を講ずるものとする。

（承認又は報告等の特例）

第５２条 この事務要領において、物別室長が確認又は決裁を受ける際、所属の物別

官については、合議を要しないものとする。

（経過措置）

第５３条 この事務要領で規定される別記様式は、当分の間、この事務要領の施行前

に規定されていた別記様式を適宜修正して使用することができる。

２ この事務要領の施行の日前の規定により行われた手続は、別段の定めのあるもの

を除き、この事務要領の規定により行われた手続とみなす。

（ 、 、３ この要領の規定により作成することとされている書類等 書類 調書その他文字

図形その他の人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他の

有体物をいう。以下同じ ）については、当該書類等に記載すべき事項を記録した。

電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することがで

きない方式で作られる記録であって、防衛装備庁行政文書管理細則について（装官

総第５０８５号。令和４年３月３１日）第１章第４第１項第１号オに規定する業務

（ 「 」 。） 。 。）システム 以下 業務システム という により作成したものをいう 以下同じ

の作成をもって、当該書類等の作成に代えることができる。この場合において、当

該電磁的記録は当該書類等とみなす。

４ この要領の規定による書類等の提出については、当該書類等が電磁的記録をもっ

て作成されている場合には、電磁的方法（電子情報処理組織を使用する方法であっ

て、業務システムを活用するものをいう。次項において同じ ）をもって行うこと。

ができる。この場合において、当該書類等への押印の措置は不要とする。

５ 前項の規定により書類等の提出が電磁的方法によって行われたときは、当該書類

等の提出を受けるべき者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへの記録が

された時に当該提出を受けるべき者に到達したものとみなす。



別記様式第１号（第６条関係）

　　　第　　　　　　号

算 定 基 準 等 に 関 す る 疑 義 伺

　　防衛装備庁長官　殿
　（気付先　原価管理官）

　下記事項に関し疑義が生じたので指示されたい。

記

１　調達要求番号

２　品 名

３　疑 義 項 目

４　疑 義 内 容 （具体的に記入のこと）

発 簡 年 月 日

官室長　　



別記様式第２号（第６条関係）

第　　　　　　　　　号

算 定 基 準 等 に 関 す る 指 示 書

　　　　　　官室長殿

防衛装備庁長官　

　　　　　第　　　　号（令和　　年　　月　　日）による算定基準等に関する

疑義については下記のとおり指示する。

記

発 簡 年 月 日



別記様式第３号（第１４条関係）

第　　　　　 号

　　　　原価管理官　殿

　　　　官室長　　

　

特 別 価 格 調 査 に 関 す る 依 頼 書

標記について、下記のとおり依頼する。

記

　１．調査品目及び調査項目（寸法、品質について詳記すること。)

　２．価　格　条　件

　　(1) 取引数量（　　　　ton，　　　　kg,　　　　）

　　(2) 支払条件（当月払、分割払の別）

　　(3) 荷渡条件（店頭持込、駅渡の別）

　　(4) 調査価格の時点

　３．回答希望日

　４．調査価格の使用目的

　５．その他

備　考：１．価格条件については、該当するものを〇でかこむこと。

　　　　２．原則として回答希望期日の５日前に調査依頼を行なうこと。

発 簡 年 月 日

調

査

条

件



別記様式第４号（第２１条関係）

調書番号

決裁月日

作成月日

経費率区分 　(選択）*１ 業種区分

調達物品名

適用区分

適 用 期 間 　(選択）*３

 経費率の内訳　(1)一般管理及び販売費率・利子率・利益率

 経費率の内訳　(2)加工費率

No　部     門 適 用 値 単   位

 直接経費の取扱い範囲

設計 　(選択）*４

検査 　(選択）*５

〔記載要領〕

（選択）＊１；｢標準個別経費率｣､｢指定個別経費率｣､｢実際個別経費率｣ のうち該当する経費率区分のいずれかを記入
　　　　＊２；実際個別経費率のみ表示する。

（選択）＊４；｢直接費｣､｢間接費｣のいずれかを記入
（選択）＊５；｢直接費｣､｢間接費｣のいずれかを記入

*：本様式は、必要に応じて加除修正することができる。

経 費 率 算 定 調 書

-

 会  社　名
事業・工場

*２(本適用値は原価監査付契約の代金確定において、契約の相手方より実際値採用の申し入れがあった場合に適用する。）

項          目 適 用 値 備　　考

一般管理及び販売費率

利子率

利益率

備　　　考

 経費率適用上の留意事項

防衛装備庁

（選択）＊３；｢自令和　　年　　月　　日　至令和　　年　　月　　日｣､｢(令和　年度)｣のいずれかを記入

 設計費・検査費等の取扱い

注意



別記様式第５号（第２１条関係）

1 直接材料費 (1) 素材費又は原料費

(2) 部品費

2 直接労務費 (1) 賃金

(2) 諸手当

3 直接経費 (1) 設計費

(2) 検査費

(3) 専用治工具費

(4) 機械及び装置費

(5) 据付調整費及び仮設費

(6) 試験研究費

(7) 開発費

(8) 技術提携費

(9) 特別諸掛

計 算 項 目 等 基 準 表

決裁月日 .   .

訓令上の計算項目 訓令上の計算要素 事業基準 備考

経費率区分 （選択）＊

会　社　名
事業・工場

製
造
直
接
費



別記様式第５号（第２１条関係）

1 間接材料費 (1) 消耗工具器具備品費

(2) 補助部門材料費

(3) 工場消耗品費

(4) 事務用消耗品

2 間接労務費 (1) 間接賃金

(2) 給料

(3) 間接諸手当

(4) 退職給付費用

(5) 法定福利費

3 間接経費 (1) 労務副費

(2) 減価償却費

(3) 不動産賃借料

(4) 動産賃借料

(5) 保険料

(6) 租税公課

(7) 修繕料

(8) 電力料

(9) ガス料

(10) 水道料

(11) 運賃

(12) 保管料

(13) 旅費交通費

(14) 通信費

(15) 会議費

(16) 棚卸減耗費

(17) 外注加工費

(18) 雑費

訓令上の計算項目 訓令上の計算要素 事業基準 備考

製
造
間
接
費



別記様式第５号（第２１条関係）

一般管理及び販売費 (1) 役員給与手当

(2) 従業員給与手当

(3) 福利厚生費

(4) 退職給付費用

(5) 事務用消耗品費

(6) 減価償却費

(7) 不動産賃借料

(8) 動産賃借料

(9) 保険料

(10) 租税公課

(11) 修繕料

(12) 水道光熱費

(13) 運賃

(14) 保管料

(15) 旅費交通費

(16) 通信費

(17) 会議費

(18) 広告宣伝費

(19) 販売手数料

(20) 研究開発費

(21) 雑費

販売直接費

梱包費

輸送費

〔記載要領〕
（選択）＊；｢標準個別経費率｣､｢指定個別経費率｣のうち該当する経費率区分のいずれかを記入

訓令上の計算項目 訓令上の計算要素 事業基準 備考



別記様式第６号の１（第３１条関係）

　 契約締結日をもって

 Ｎｏ．

計 算 価 格 内 訳 書



別記様式第６号の２（第３１条関係）

　契約締結日をもって

計 算 価 格 内 訳 書

 Ｎｏ．

区 分  材　料　費
工 費 間 接 費

合　　　　計

工   数 単  価 金　　額

船 体 部

機 関 部

電 気 部

武 器 部

各 部 合 計

直 接 経 費

製 造 原 価

一般管理及び
販 売 費

利 子

利 益

船 価

建 造 保 険 料

回 航 費

総 計



別記様式第６号の３（第３１条関係）

　契約締結日をもって

 Ｎｏ．

区 分

Ｃ ＆ Ｆ 価 格

海 上 保 険 料

輸 入 諸 掛

その他の経費

輸 入 税

物 品 税

梱 包 費

輸 送 費

業 者 手 数 料

合 計

計 算 価 格 内 訳 書



別記様式第７号（第３６条関係）

　契約締結日をもって

官室

班

　　　予定価格　　　　￥

　　上記価格をもって予定価格とする。

　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

有効期限          迄

予 定 価 格 調 書

調 達 要 求 番 号

品 名

１．税抜予定価格
２．消費税及び地方消費税額

数 量

単 価

金 額

特 約 条 項 等

予 定 価 格 内 訳



別記様式第８号（第３６条関係）

　   契約締結日をもって

（電 算 機 等 借 上 単 価 調 書）

官室

班

　予定価格　基本使用料金　　　￥

　自令和　　　年　　月　　日～至令和　　　年　　月　　日

￥

￥

￥

￥

￥

￥

￥

￥

　　市場価格方式による。

　　　　上記価格をもって予定価格（基本使用料金）とする。

　　　　　　　　　　　令和　　　年　　月　　日

 有効期限          迄

予 定 価 格 調 書

調 達 要 求 番 号

品 名

数 量

設 置 場 所

賃 貸 借 期 間

基 本 使 用 料 金 １．税抜予定価格

（ 月 額 ） 内 訳 ２．消費税及び地方消費税額

超 過 料 金 内 訳 １．税抜予定価格

２．消費税及び地方消費税額

２．消費税及び地方消費税額

特 約 条 項 等

設 置 費 内 訳 １．税抜予定価格

２．消費税及び地方消費税額

撤 去 費 内 訳 １．税抜予定価格



別記様式第９号（第３６条関係）

　   契約締結日をもって

予 定 価 格 算 定 説 明 表

調　達　伺

算　定

前　例

（＊１）本年度前例

過年度前例 （＊２）不 調 経 緯 本　　件

（＊３） （空欄）

（＊４）最低商議価格

 落比  落比  落比

担　当
起 案 日 付
〔記載要領〕
（＊１)～（＊３）本年度前例､不調経緯､第1回目（空欄）の優先順位で選択表示する。
（＊４）　不調経緯の場合のみ表示する。

調 達 要 求
調 達 要 求 番 号

品 名

数 量

予 算 額 ・ 単 価

          金 額

納 地 ・ 納 期

仕 様 書

調 達 内 容

契 約 方 式

契 約 相 手 方

予 定 価 格
単 価

金 額

契 約 条 件

算 定 方 式

計 算 要 領

予 定 価 格 算 定

調 達 要 求 番 号

落 札 月 日

参 考

数 量

単価（税抜）

計 算 価 格

税抜予定価格

税抜契約金額

価
格
比
較



別記様式第１０号（第３６条関係）

　   契約締結日をもって

算　定

原　契　約 不調経緯（増減額) 本件（増減額)

（＊２）最低商議価格

担　当
起 案 日 付
〔記載要領〕

（＊１）　不調処理の場合のみ表示する。（＊２）　不調処理の場合のみ表示する。

（＊２）　同上（＊３）　同上

契 約 変 更 予 定 価 格 算 定 説 明 表

原 契 約
調 達 要 求 番 号

品 名

数 量

契 約 金 額

納 地 ・ 納 期

調 達 伺
契 約 方 式

契 約 相 手 方

予 定 価 格
金 額

契 約 条 件

変 更 理 由

算 定 方 式

税抜契約金額

計 算 要 領

単価（税抜）

計 算 価 格

税抜予定価格

価
格
比
較

（＊１）



別記様式第１１号（第３６条関係）

予 定 価 格 調 書

 調 達 番 号：

 調 達 品 目：

 入   札   日：令和　　 年　 　月 　　日

 有 効 期 間：令和　　 年　 　月　 　日

＊１　　　　官

＊２　　　　班

防衛装備庁

＊１　物別官室名を記入
＊２　班名を記入



別記様式第１２号（第４０条関係）

契約締結日をもって

（　　（選択）＊１　　）

官室

班

　　　増減価格　　　　￥
（選択）＊２

　　上記価格をもって予定価格とする。

　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

 有効期限          迄

〔記載要領〕
（選択）＊１；｢納地変更｣、 ｢数量変更｣、 ｢仕様変更｣ 等のうち該当する
　　　　　　　もののいずれかを記入
（選択）＊２；｢増額｣、 ｢減額｣、 ｢増減なし｣ のうち該当するもののいずれかを記入

契約変更予定価格調書

調 達 要 求 番 号

品 名

１．税抜予定価格
２．消費税及び地方消費税額

数 量

単 価

金 額

変 更 の 理 由

予 定 価 格 内 訳



別記様式第１３号（第４０条関係）

契約締結日をもって

（電 算 機 等 借 上 単 価 調 書）

官室

班

　増減価格　基本使用料金　　　￥ （選択）＊

　自令和　　　年　　月　　日～至令和　　　年　　月　　日

￥
￥
￥
￥
￥
￥

　　市場価格方式による。

　　　　上記価格をもって予定価格（基本使用料金）とする。

　　　　　　　　　　　令和　　　年　　月　　日

 有効期限         迄

〔記載要領〕
（選択）＊；｢増額｣、 ｢減額｣、 ｢増減なし｣ のいずれかを記入

契　約　変　更　予　定　価　格　調　書

調 達 要 求 番 号

品 名

数 量

設 置 場 所

賃 貸 借 期 間

基 本 使 用 料 金
（ 月 額 ） 内 訳

１．税 抜 予 定 価 格
２．消 費 税 額

撤 去 費 内 訳 １．税抜価格
２．消費税額

特 約 条 項 等

￥　別　　　紙
￥　別　　　紙

超 過 料 金 内 訳 １．税抜価格
２．消費税額

設 置 費 内 訳 １．税抜価格
２．消費税額



別記様式第１４号（第４３条関係）

官室

班

　記事

　　　　　　　令和　　年　　月　　日

査 定 金 額

増 減 額

契 約 相 手 方

価　格　査　定　調　書

調 達 要 求 番 号

品 名

数 量

契 約 金 額



別記様式第１５号（第４５条関係）

官室

班

　￥

　￥

　￥

　￥

　備　　考

　　　　　　　令和　　年　　月　　日

返　納　額　確　定　調　書

調 達 要 求 番 号

品 名

返 納 額

数 量

契 約 相 手 方

確 定 金 額

実 績 金 額

増 減 額



別記様式第１６号（第４６条関係）

令和　　年　　月　　日　

官室

班

　　　　　値　引　価　格　￥

数 量

単 価

金 額

計 算 内 訳

値　引　額　計　算　書

不合格受領番号

品 名



別記様式第１７号（第４７条関係）

令和　　年　　月　　日　

官室

班

　　　　　損　害　価　格　　￥

金 額

計 算 内 訳

事 故 等 損 害 額 計 算 書

調 達 要 求 番 号

品 名

数 量

単 価



別記様式第１８号（第４８条関係）

確  　認
変更承認

令和　　年　　月　　日

支出負担行為担当官
分任支出負担行為担当官

会社名

代表者名

調達要求番号      品名 　　の

特約条項第　　条に基づき弊社原価計算規則について関係書類を添え別添のとおり

記

1

2

確　　認
承　　認

令和　　　年　　　月　　　日

支出負担行為担当官

分任支出負担行為担当官

 )  申 請 書

殿

提出いたしますので （ 　）願います
確　　　認
承　　　認

原 価 計 算 規 則 (

（ 　）する

( ) 番号　　　　　　第　　　　号

確　　　認
承　　　認

上記契約に係る原価計算規則について、下記条件を付して


